
鹿児島県信用保証協会における経営改善支援について

～ 地域金融機関との連携に関する取り組み ～

経営支援部 経営相談班
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令 和 6 年 ６ 月 ２７ 日 (木)
第２回 企業価値向上支援ワークショップ
プレゼンテーション資料 15:00～15:30



所 在 地 鹿児島市加治屋町14番3号

設 立 昭和23年10月12日（業歴76年）

根 拠 法 信用保証協会法

代 表 者 川野 敏彦

基 本 財 産 172億円 ※資本金に相当

役 職 員 数 76名（役員16名，職員60名）

事 業 エ リ ア 鹿児島県全域

保 証 料 収 入 23億3,847万円 ※売上高に相当

保 証 債 務 残 高 2,371億円（保証債務を有する件数 24,681件）
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１.鹿児島県信用保証協会の概要

九州最南端に所在する地方都市

【 参 考 】鹿児島県の概要

人 口 1,536,943人（R6.4.1現在）

中小・小規模事業者数 45,780者（R3.6.1現在）

地 理 的 特 徴 南北約600キロ(東京～青森間に匹敵）
1
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２.当協会の基本理念，ビジョン，行動指針

【基本理念】

【行動指針】

【ビジョン】

私たちは，信用保証と経営支援を通じて
鹿児島を支える中小企業の未来を応援し，
地域経済の活力ある成長・発展に貢献し
ます。

私たちは，常に中小企業に寄り添い
ながら，その可能性を後押しし，一歩
を踏み出す力になる保証協会を目指
します。

1.中小企業とともに歩むパートナー
2.関係機関との連携
3.不断の挑戦
4.働きがいのある職場
5.地域社会への貢献

（私たちの5つの誓い）

昭和50年4月制定

令和4年4月1日改定

※制定時は，経営理念・経営方針・執務三則

令和3年10月に社内PTを組成し議論を開始

2
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３.組織体制

総務部 保証部 経営支援部 管理部

当 協 会

経営相談班 経営支援課 管理課保証第一課
保証第二課 保証事務課

・ゼロゼロ融資の保証先に対する経営改善支援
・かごしま県中小企業支援ネットワークに係る事務局業務

【業務内容】

【人員体制】
・マネージャー1名，サブマネージャー3名 合計4名
※サブマネージャーのうち2名は，地元金融機関のOB

(業務内容)
保証審査

(業務内容)
信用保証書の発行等

(業務内容)
条件緩和債権の管理
抜本を含む再生支援

(業務内容)
求償債権の
管理・回収
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全業種平均10.4％
Ⓐ＋Ⓑ＋Ⓒ

４.ゼロゼロ融資の返済状況（業種別）
ゼロゼロ融資先のうち，伴走借換，返済緩和，代位弁済をした企業の合計がゼロゼロ融資全体に占める割合は約１割

対面型サービス業（飲食業，旅客運送業，宿泊業）について，小
分類で集計したところ，全業種平均(10.4％)と比べて業況の厳し
い先の割合が５～７ポイント程度高くなっている。
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（注１）中小企業信用情報データベース（CRD）に基づく保証料率区分により３区分に分類。料率区分１～３を高リスク
料率区分４～６を中リスク，料率区分７～９を低リスクとした。

（注２）「区分なし」は，個人白色申告者や決算期未到来先など
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ゼロゼロ融資先のうち，高リスク先は返済緩和等の割合が高く，かつ自己資金完済が少ない。低リスク先はその逆となっている。

４.ゼロゼロ融資の返済状況（財務区分別）
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既にゼロゼロ融資の過半数は返済が開始（令和5年2月末現在）している。加えて，令和5年度は据置中であっ
たゼロゼロ融資の返済が本格的に開始
ゼロゼロ融資先は当初３年の元本据置先が多く，ゼロゼロ全体の約3割が据置3年が満了する令和5年度に返済開始
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R2年度
4,109件

R4年度
1,195件

R3年度
1,877件

R5年度
4,292件

(全体の約3割)

R6年度
994件

R7年度以降
823件

【ゼロゼロ融資の返済開始月別の分布（件数）】（令和5年2月末に保証残高を有する案件）

(件)

ゼロゼロ融資の返済開始年月別の分布（経営改善支援の専担部署である「経営相談班」創設前の令和４年度末の計数を記載）

５.ゼロゼロ融資の元本返済開始月の状況（鹿児島県）

6R5/4経営相談班を設置，業務をスタート

融資実行から３年
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6.経営改善支援連絡会議設立の経緯

①ある金融機関のトップから提案を受けたことを契機に，
社内で早期支援の仕組みの検討を開始。県外の信
用保証協会の視察などを実施。

②既存の公的な中小企業支援の枠組み（かごしま中小企業支援
ネットワーク）を利活用するのが得策ではないか。視察結果も踏まえ
大枠のスキームを結論づける。

③行政，鹿児島県内に本店を有する金融機関，各種
の中小企業支援機関に新たな事業者支援スキームに関
する構想を説明するため各機関を訪問

④行政，地域の各金融機関を含む各種機関・団体が協会を事務局とする
「早期の経営改善支援」の枠組み創設に合意。経営改善支援連絡会議の
設立（ゼロプロのスタートとなった）

・令和5年度にゼロゼロ融資先の返済が本格化することを踏まえ，約定弁済がスタートする事業者を支援するため，「早期対応」が必要との認識
・当協会の役員が地域金融機関のトップと定期的に実施している意見交換の場で，地域金融機関のトップから早期対応の仕組みづくりについて提案

※ゼロプロとは：ゼロゼロ融資の返済に不安がある事業者に対してかごしま中小企業支援ネットワークの枠組みを活用し，
各分野の専門家（プロフェッショナル）が事業者の経営改善のサポートを行うプロジェクトのこと
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代表者会議
【事務局】
県中小企業支援課

幹事会
【事務局】協会
【参加者】県内に本店を有する金融機関，

活性化協議会
【内容】運営方針等の事前調整

個別経営相談会議
【事務局】協会
【参加者】事業者，取引金融機関，支援機関
【内 容】資金繰りや本業支援策の協議・検
討，とりまとめ

経営改善支援連絡会議
【事務局】協会
【内容】運営方針，情報共有，事例紹介，

実績報告
【議長】協会常勤理事

②支援対象先
協会を利用している事業者であって，既存の借入れに延滞や返済緩和がなく，経営者に改善意欲があり，比較的事業規模が小さく財

務の毀損度も小さい事業者で，原則としてゼロゼロ融資の残高（ゼロゼロ融資を借換えたものを含む）を有するもの。

【かごしま中小企業支援ネットワークにおける位置づけ】

ⒸKagoshima Credit Guarantee All Rights Reserved

①組織体制など
・令和5年4月，かごしま中小企業支援ネットワーク（事務局：県中小企業支援課。以下「NW」）内に新たに新設された経営改善支
援連絡会議は，NWの枠組みを活用して，NW会員企業・団体の連携・協働のもと，企業の経営改善支援を
行う仕組みで，当協会の経営相談班がその事務局を担う。

・令和5年4月1日付で，当協会の保証部内に経営相談班を設置し，協会職員2名と金融機関OB2名を配置。
➡令和6年度の組織改編により，経営相談班の所属部署は経営支援部に変更。

③支援フロー
➢コロナ禍で資金繰りのみならず多様な経営課題に直面する事業者又は取引金融機関などNW会員からの支援依頼に基づき，経営相談
班の職員及び支援依頼機関職員において，必要に応じ複数回面談（一次支援）し，経営課題等を把握し，必要な支援策を検討。

➢二次支援では，必要に応じて事業者，取引金融機関，支援機関，協会（経営相談班）による個別経営相談会議を開催し，各々の経営
課題に応じて，必要な資金繰り支援・本業支援などを行う。

➢二次支援終了後は，支援策の着実な実行のためのフォローアップを行い，経営改善の進捗状況等を把握。

経営改善支援の業務フロー図

事

業

者

会 員
(取引金融
機関等)

事
務
局
（
当
協
会
）支援依頼書を協会へ提出

フォローアップ一次支援
（現況把握）

ニ次支援
（資金繰り支援・

本業支援)

一次支援による現況・経営課題を把握後，企業に必要
な支援策を検討し，二次支援に移行（必要に応じて，
個別経営相談会議を開催）

R5.4.1 新 設

7.経営改善支援連絡会議を活用した地元金融機関等との連携について
（１）経営改善支援連絡会議の仕組み
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7.経営改善支援連絡会議を活用した地元金融機関等との連携について
（２）地元金融機関をはじめとした連携機関

当協会
(連絡会議事務局)

県内に本
店を有する
金融機関

その他支
援機関

政府系金
融機関

士業団体

公的支援
機関

(行政機関を含む)

鹿児島銀行
南日本銀行
鹿児島信用金庫
鹿児島相互信用金庫
奄美大島信用金庫
鹿児島興業信用組合
奄美信用組合
鹿児島県医師信用組合 合計８金融機関

商工組合中央金庫鹿児島支店
日本政策金融公庫国民生活事業
日本政策金融公庫中小企業事業
地域経済活性化支援機構
奄美群島振興開発基金

鹿児島県中小企業活性化協議会
鹿児島県事業承継・引継ぎ支援センター
かごしま産業支援センター(よろず支援拠点）
※令和4年3月15日 業務連携・協力に関する覚書
鹿児島県商工会議所連合会
鹿児島県商工会連合会
鹿児島県中小企業団体中央会
鹿児島県
鹿児島市
財務省九州財務局鹿児島財務事務所
経済産業省九州経済産業局

鹿児島県中小企業診断士協会
※令和元年10月1日 業務委託契約
南九州税理士会鹿児島県連合会
日本公認会計士協会南九州会鹿児島県部会
鹿児島県行政書士会
鹿児島県弁護士会

公財)日本生産性本部
一財）省エネルギーセンター
独法）高齢・障害・求職者雇用支援機構鹿児島支部
一財）自衛隊援護協会（自衛隊鹿児島地方協力本部援護課)
公財）産業雇用安定センター鹿児島事務所
独法）中小企業基盤整備機構九州本部南九州事務所

※太字はかごしま中小企業支援ネットワークに属する機関(当協会を含め29機関・団体)
太字のうち赤字表記の機関は，当協会と連携等に関する覚書等を締結している機関
黒枠の「その他支援機関」は，事業者の経営改善策の支援に当たって協力をいただいた実績のある機関
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マネージャー
(プロパー)

サブマネージャー
(プロパー)

サブマネージャー
(金融機関OB）

7.経営改善支援連絡会議を活用した地元金融機関等との連携について

サブマネージャー
(金融機関OB）

経営支援部
(経営相談班)

【業務内容】
・経営改善支援連絡会議関係事務の統括
・支援事業者の統括

【業務内容】
・経営改善支援連絡会議関係事務
・支援事業者の具体的支援

【業務内容】
・支援事業者の具体的支援

【業務内容】
・支援事業者の具体的支援

（３）当協会の経営相談班の組織体制など

【金融機関OBを迎え入れたことのメリット】
・相手方(保証協会)に同じDNAを持った人間がいることは，双方のコミュニケーションの円滑化や協力体制の構築に非常に有益
・金融機関時代に培ったさまざまな知見や経験を当協会の職員に口伝することによる経営支援能力の向上
※地元の全金融機関から１名以上の職員を受け入れることが理想

組織間の連携は，結局のところ，人と人との連携



事業者に関する

事前の情報収集
※金融機関の債務者概況表など，業種別
審査辞典，事業者のHＰ，インスタ等

一 次 支 援

(事業所訪問)
※事業内容・業況の把握や表面上の経営課
題や裏課題(経営者が気付いていない課
題）の確認などを訪問面談により行う

二 次 支 援

(支援機関との帯同訪問)
※課題解決を目的とした支援機関への橋渡

しと具体的な支援の際の帯同訪問

ⒸKagoshima Credit Guarantee All Rights Reserved
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7.経営改善支援連絡会議を活用した地元金融機関等との連携について
（４）事業者支援の具体的業務フロー

□他の機関と連携して事業者支援を行う場合，適宜，情報を共有することが重要
□必要に応じて，取引金融機関の後押しをお願いすることも必要

・支援する事業者は，地元８金融機関からの推薦があった事業者の中から選定
・【基本的要件】
①ゼロゼロ融資の保証債務残高があるもの
②約定償還中であり条件緩和対応を行なっていない
③経営者に経営改善の意欲があると認められるもの
④比較的事業規模が小さく，財務の毀損度も小さい事業者
以上のほか，業種など各金融機関本部と協議しながら推薦業者の選定を依頼

当協会が支援すると決定した事業者の支援は，基本的に協会
主導で実施。金融機関には，事前の情報収集の段階での資料
提供や一次支援における帯同訪問を依頼

取引金融機関の協力が不可欠 一次支援(初回)は，取引金融機関の帯同を依頼

かねてから，信頼関係を構築している取引金融
機関の営業店職員の帯同は，経営者の警戒心
を取り除き，本音による会話を引き出すためには，
必要不可欠

二次支援も支援機関任せにせず必ず同行

一次支援や二次支援を実施した場合，営業店の担当
者との情報共有を行うことが重要(信頼関係の醸成)

二次支援実施前に，具体的な支援を行う機関
に一次支援記録などの情報共有を行う(事前に情
報レベルを合わせておくことで，効率的かつ効果的
な支援に繋げることが可能となる)
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8.当協会の経営改善支援実績

金融機関からの
推薦事業者数 支援事業者数 一次支援を実施

した事業者数
一次支援を実施
した回数(累計）

二次支援を実施
した事業者数

二次支援を実施
した回数(累計)

３１ ２９ ２９ ４８ ２２ ６７

（単位:企業，回数）【令和５年度(初年度)推薦事業者の支援実績】

【令和６年度の支援予定】
金融機関からの
推薦事業者数 支援事業者数 一次支援を実施

した事業者数
一次支援を実施
した回数(累計）

二次支援を実施
した事業者数

二次支援を実施
した回数(累計)

５８ ― ― ― ― ―

（単位:企業，回数）

※鹿児島県内に本店を有する８つの各金融機関から，１金融機関あたり１０事業者を上限に推薦を依頼し，推薦期限である５月末までに
５８事業者の推薦を受け，これから具体の支援に着手する予定（令和6年5月末現在）

※一次支援及び二次支援の企業数，回数は令和６年５月末実績
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9.経営改善支援の実事例①

業 種 業 歴 従業員数 組織体制 強 み

自動車車体整備業 S21年創業,業歴78年 １８名 役員,営業,板金,塗装,
整備,洗車,事務

地元ディーラーからの信頼
と従業員の高い技術力

【支援企業の概要】

決 算 期 Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５
売 上 高 255,918 244,928 204,882 196,253 196,855 204,664

EＢIＴDＡ 5,900 672 ▲13,558 ▲14,116 ▲11,084 ▲11,811

借入金(表面財務) 136,266 152,508 181,494 182,638 207,121 215,361

（業績推移） （単位:千円）

•経営層との面談による現況確認と経営課題の把握
•工場の現地確認と支援策（日本生産性本部）のご提案一 次 支 援

•同本部のプロコンをトップとする企業診断チームの派遣
•同本部の診断チームによる診断結果の報告と改善（案）の提案二 次 支 援 ①

•次なる課題である人材の確保に関する相談と対応策の検討
•雇用安定センターの職員帯同による人材確保の支援二 次 支 援 ②

◯
作
業
場
の
５
ｓ
実
行
に
よ
る

生
産
性
向
上

◯
作
業
工
程
の
見
え
る
化
に
よ
る

生
産
性
の
向
上
な
ど

成 果

【支援内容と成果】
支援開始時期 ：令和５年６月
現 在 の 状 況 ：二次支援①が終了し，二次支援②が進行中
支 援 期 間 ：支援開始後１３か月が経過

【連携機関】
地域金融機関，公財）日本生産性本部，公財）産業雇用安定センター

帯同訪問には，支店長が同席するなど金融機関
の高い当事者意識があったこと

＜支援が効果的に進んだポイント＞
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9.経営改善支援の実事例②

業 種 業 歴 従業員数 組織体制 強 み

美容商材卸売業 H13年創業,業歴23年 ４名 役員，総務部，
販売企画部，流通部

お客様ファーストによる
取引先との信頼関係

【支援企業の概要】

決 算 期 Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６
売 上 高 125,396 134,187 130,613 134,353 135,234 137,057

EＢIＴDＡ 3,651 2,705 4,369 4,039 2,201 2,297

借入金(表面財務) 47,887 42,525 54,063 56,081 67,459 58,837

（業績推移）

•経営層との面談による現況確認と経営課題の把握
•中小企業診断士による経営分析と経営計画の策定のご提案一 次 支 援

•中小企業診断士と経営相談班帯同による７回の面談を実施
•売上が伸びない真因が，経営者層の考え方にあることを経営者自
身が気づく

•理念の浸透やモラルサーベイに基づく組織改革等の実施

二 次 支 援 ①

•次なる課題であるSＮSを活用した自社の情報発信力の強化二 次 支 援 ②

◯
組
織
体
制
の
見
直
し
を
行
い

営
業
力
を
強
化
す
る
こ
と
で

ト
ッ
プ
ラ
イ
ン
を
向
上

◯
経
営
理
念
等
の
従
業
員
へ
の
浸

透
に
よ
る
組
織
力
向
上

成 果

【支援内容と成果】
支援開始時期 ：令和５年８月
現 在 の 状 況 ：二次支援①が進行中，①の完了後②に移行予定
支 援 期 間 ：支援開始後１１か月が経過

本当に有益な支援を行うためには「対話と傾聴」そし
て共感が大切。ただし，相応の時間とコストが必要

【連携機関】
地域金融機関，鹿児島県中小企業診断士協会，よろず支援拠点

（２）経営者の気付いていない本質的な課題を引き出し，組織力強化等による経営改善を支援した事例

＜支援機関としての学び＞

（単位:千円）
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10.経営改善支援において大切なこと

表面上の課題
•売上高が伸びない
•目標利益に到達しない

本質的な課題
•組織内のコミュニケーション
•従業員のモチベーション

自己変革による
潜在力の発揮
•経営者自身による本質的課
題への気づき

•本質的課題解決のために，
自社の変革の必要性

売上高を増やしたいという経営者の表面上の課題
に対処するため，例えばよろず支援拠点への橋渡
しを実施

一時的に売上高が伸びるかもしれない
※本質的解決とはいえない

支援者による対話と傾聴として共感により，本質的な
課題に経営者自らが気づき，その解決のために，自ら
考え，行動することができる組織（能動的アクション）

今後，さまざまな経営課題に直面しても，自ら
考え，その解決策を講じることができる組織への
変革（いわゆる自走できる組織への成長）

※中小企業庁「経営力再構築伴走支援ガイドライン」を参考に，実際の経営支援を通じて得た学びのエッセンスを加え作成

□繰り返し行う「対話と傾聴」により
本質的な課題の気づきを促す

【ポイント】
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11.経営改善支援の一層の深化に向けて

•社内の従業員の
ベクトルの一致

•支援実績の積み
上げによる支援の
ノウハウの蓄積

•事業者の経営改
善の実績を着実
に積み上げること

• で信頼を獲得

•金融機関との継
続的な対話による
双方向の理解

継続的
な対話

信頼の
向上

経営支
援マインド
の醸成

当協会の
自走化

【現在の当協会の経営改善支援】
・支援する事業者は，地元金融機関からの推薦により選定
・自ら支援事業者の選定を試みるも，なかなかうまくいかない

【問題認識】
金融機関の協力を得ながら，本当に支援が必要
な事業者や金融機関の手の行き届かない事業者
への支援を実施
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～保証協会からみた金融機関への期待と保証協会と地域金融機関が共有すべき問題意識について～

12.今後の金融機関との連携強化に向けて

昨今の保証協会や金融機関を取り巻く環境の変化を踏まえて
【信用保証協会】
「信用保証協会向けの総合的な監督指針」の改正（2024.06.01適用）
→保証付き融資の割合が高い事業者については，保証協会が主体的に事業再生支援等の必要性を検討

【金融機関】
「中小・地域金融機関向けの総合的な監督指針」の一部改正（2024.04.01適用）
→信用保証付き融資が多い事業者やメインでない事業者等への支援について，信用保証協会や他の金融
機関との早めの連携を求める

【その他】
ゼロゼロ融資による新規取引先の増加（当協会のゼロゼロ融資の利用先のうち，約５割が新規先）
→実質無利子・無担保融資が政策決定され，それまで融資取引のなかった新規事業者が増加。その中には，
経営改善支援等を必要とする事業者も一定数存在するものと推察

・保証協会と金融機関本部との，これまでより一層の対話の促進が必要
※保証協会，金融機関のどちらが主体となって（もしくは連携して）経営支援を行うかなど，役割分担の議論が必要
※経営支援には時間とコストがかかることから，限られた人的資源を有効活用する観点からも，経営支援を行う事業者の要件等
に関する議論が必要

・事業者支援をより効率的・効果的に行うためには，情報の非対称性を取り除くことが必要
※保証協会・金融機関で共通した情報プラットフォームの構築（共通CRMの構築や共有）ができれば理想
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【本資料に関するお問い合わせ】
鹿児島県信用保証協会 経営支援部 経営相談班
マネージャー 柚木崎 真吾 電話099-223-0231
E-Mail shien@kagoshima-cgc.or.jp

ご清聴ありがとうございました。

※本資料の内容や意見などは，発表者個人の見解であり，鹿児島県信用保証協会の公式見解を示すではありません。


